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「平成 30 年北海道胆振東部地震」に関する緊急要望 
 

 

 9 月 6 日に発生した北海道胆振東部を震源とする M6.7 の地震では、厚真町で 

最大震度 7 を観測し、近隣のむかわ町、安平町等に人的、物的被害をもたらし、 

余震が続く中、多数の被災者が厳しい避難生活を余儀なくされております。 

 また、北海道電力「苫東厚真火力発電所」の緊急停止等に起因した全道約 295 万

戸にも及ぶ大規模停電（ブラックアウト）を引き起こし、長時間の停電という前例

の無い事態により、北海道全体に甚大な被害をもたらす結果となっただけでなく、 

節電の実施や計画停電が検討されたことにより、道民生活はもとより、特に道内経

済は、観光、生産現場、物流等は極めて厳しい環境に晒されております。 

 国におかれましては、いち早く被害状況を把握の上、179 全市町村に災害救助法

を適用していただき、救命・救難に対応いただいたことに、心から感謝申し上げま

す。 

 地震発生から 2 週間が経過し、現時点での被害額は、1,900 億円に上ると報道さ

れておりますが、今後、中小・小規模企業等の被害状況が明らかになるにつれ、更

に被害額は増えるものと推定されます。 

 こうした状況を踏まえ、私共、北海道経済 8 団体では、一刻も早い復旧・復興を

果たすべく、以下 5 点につきまして要望事項を取りまとめた次第であります。 

 北海道が、国の目標である訪日外国人旅行者 4,000 万人受入に貢献するために

も、また、日本の食料供給基地としての役割を果たすためにも、一日も早い復旧に

向けて、我々経済界も、この難局を乗り切るため、知恵を出し、行動して参る所存

でございますので、何卒、特段のお力添えを賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１．風評被害の長期化を回避するための迅速な対策の実施 

  ① 北海道の安全性を国内外に幅広く周知するため、被災地域の一日も早い復旧 

    や電力の安定確保、交通機関の回復に基づき、早期に国による「北海道安全 

    宣言」発表等の情報発信 

  ② 「ふっこう割」の早期実施や、「北海道キャンペーン」等による観光需要喚 

    起につながる支援施策の展開、並びに各種観光プロモーション・物産展等に 

    対する財政支援等、総合支援プログラムによる包括的な支援 
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２．被災した中小・小規模企業への事業再開に向けた支援 

  ① 事業再開に向けた施設・設備等のハード面、並びに事業継続に向けたソフト 

    面での支援をはじめ、被災事業者の経営全般に亘る総合的な支援 

  ② 被災した事業者が現状復帰するため、グループ補助金などによる施設・設備 

    の復旧・整備ならびに商業機能の復旧促進の支援 

 

３．激甚災害の早期指定、並びに｢激甚災害指定｣されない地域への支援強化 

  ① 甚大な被害を受けた地域の激甚災害の早期指定 

  ② 地震による直接被害ではなく、長時間の停電により損害を受けた全地域に 

   対して、「損害補填」等を含めた支援措置の検討 

  ③ 被災のみならず、損害を受けた中小・小規模企業に対する既存支援制度 

    （小規模事業者持続化補助金、ものづくり等補助金、雇用調整助成金等）の 

    北海道全域への早期適用、要件等の緩和、万全の金融支援体制の確立 

  ④ 復旧・復興に不可欠な資金確保のため、日本政策金融公庫法上の危機認定に 

    基づく危機対応円滑化業務の発動 

 

４．冬期間に向けた電力の安定確保、並びに中長期的視点に立った電力の安定供給 

  体制の確立 

  ① 経済、観光、道民生活等に大きなマイナス要因となる計画停電を回避すると 

    ともに、二度と全道ブラックアウトを引き起こさないための万全の対策 

  ② 石狩湾新港発電所 1 号機の早期営業運転開始 

  ③ 自家発電を導入する企業等に対する補助制度の創設、並びに自家発電の稼働 

    増に対する燃料費補助制度の構築 

  ④ 将来的なリスク分散の観点から、発電所の分散設置や、電源構成のベストミ 

    ックスの促進、再生可能エネルギーの活用、蓄電等新たな技術の導入促進 

 

５．交通インフラ等の早期復旧、並びに国土強靱化の推進 

  ① 迅速な復旧に資する予算の確保 

  ② 道内観光・物流を支える道路・空港・港湾・新幹線等のより一層の整備促 

    進、並びに国土強靱化の推進 

  ③ 度重なる台風・地震によって被害を受けた北海道旅客鉄道株式会社の路線に 

    対する、災害復旧の観点からの新たな予算措置 

  ④ 災害時の燃料供給拠点となる「住民拠点ＳＳ」の整備促進 

 

以上 
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